












  東京都武蔵村山市の人口は本市の約半分およそ７万人、面積は約４分の１の市である。そ

して武蔵村山市においては、これまで継続的に小中一貫校教育が進められてきた。平成 22 年

４月、第四小学校及び第二中学校による「村山学園」が開校した。これは小中の接続棟を増

築することによる多摩地区初の施設一体型小中一貫校である。また、第七小学校と第四中学

校による「大南学園」も開校した。この学校施設は小中学校の隣接型である。そして平成１

６年度に「武蔵村山市立小・中一貫校検討委員会」が設置され、学力向上や生活指導に関わ

る課題の解決が図られてきた。その後、第二小学校、第八小学校、第十小学校、第五中学校

の４校は、いわゆる五中校区として分離型小中一貫（連携）教育を推進している。この経緯

や実施内容、今後の課題などについて知ることにより、本市の今後の学校再編・統廃合問題

の取り組みの参考とするために、本視察を実施した。  

  

６ 視察項目の概要説明  

  学校再編と小中一貫教育に関して、以下のそれぞれの項目について説明を受けた。 

（1） 武蔵村山市における小中一貫教育の経緯について  

  平成１５年２月、「武蔵村山市立学校特色化推進プラン検討委員会」は「特色ある学校

づくり推進プラン（報告）」を策定。２１世紀を迎え、子供たちにはこれまでの「財産維

持型」の教育から「未来志向型」の教育を提供する必要があるとし、５つの特色ある学校

づくりを提言。その中で、小中一貫校の導入を提言しており、このことで「生徒指導や進

路指導の充実、教師の研究活動の専門化・多様化など」が図られることをねらいとしてい

る。そして平成１６・１７年度「武蔵村山市立小・中一貫校検討委員会」を設置した。市

の小中一貫校構想は、本市の小中学校が共通に抱える学力向上や生活指導に関わる課題を

解決するためのパイロット校としての役割を担うとした。 

  そして平成 22 年４月、第四小学校及び第二中学校による「村山学園」を開校した。小中

学校の間に７ｍの接続棟を増築することで多摩地区初の施設一体型小中一貫校となった。

続いて、第七小学校と第四中学校による「大南学園」を開校した。この学校施設は隣接型

の小中一貫校である。さらに、第二小学校、第八小学校、第十小学校、第五中学校の４校

は、いわゆる五中校区として施設分離型小中一貫（連携）教育を推進してきている。そし

て、その施設分離型小中一貫（連携）教育は、一中校区、三中校区をあわせて三箇所に増

えている。 

（2） 武蔵村山市における小中一貫教育の考え方について 

 武蔵村山市立小・中一貫校検討委員会では、「目指す子供像」をはじめ、教育課程等検

討が進められた。この中で、子供たちに身に付けさせるべき力は、「人間力」と設定され

ている。「人間力」は、内閣府の「人間戦略研究会」の報告書の中で、学校教育だけでな

く、職業生活や市民生活あるいは文化生活など幅広い立場から捉え、自立した一人の人間

として必要な総合的な力として使われている。そして、「人間力」という目指す生徒像の

実現に必要な資質・能力を、意図的・計画的・段階的に身に付けさせることを目的とした

系統性・継続性のある教育を創ることを目指している。 

  また、小中連携による言語能力の育成も目標としているところである。  

(3) 武蔵村山市における小中一貫教育の現状について 

 交流授業や小・中学校の教員が保有する免許を生かして行う協力授業、一部教科担任制

などが、代表的な取組である。また、「村学校務システム」と名付けた「局・部・課」制

度を校務分掌に導入している。 



 さらに、五中校区では夏季休業期間中に毎年、四校の教員を対象に合同研修会を開催す

るなど、小中連携した教員の取組を実施している。また、特に施設分離型小中一貫（連

携）小中一貫校においては、英語教育にも力を入れている。  

(4) 武蔵村山市における学校再編の現状と今後の見通しについて 

  近年児童・生徒数は減ってきているが、2030 年代中頃を目標に、多摩モノレールが武蔵

村山市を通って、箱根ケ崎まで延伸される予定になっている。そうなると、この人口減少

がストップし増加する見込みも考えなければいけない。そのため、現状今以上の学校再

編・統廃合の予定はない。 

(5) 今後の課題について 

まず、平成２８年に改正された学校教育法に基づく、小中学校が一体化した「義務教育

学校」への移行についてどうするか、検討が必要である。また現状、小中一貫教育に関す

る市民への広報と理解が十分ではないことが課題として挙げられる。さらに、施設分離型

小中一貫教育は、施設一体型及び隣接型と異なり、物理的な限界があるという点と、例え

ば学力の向上について、小中一貫教育への期待と児童・生徒の実態に一致しない点がある

ことが問題となっている。 

 

7  視察者からの主な質疑応答 

(1) 武蔵村山市における小中一貫教育の経緯について  

  質１ 開校する小・中一貫校にコミュニティ・スクールを導入した理由は何か？ 

答１ 昔から地域としてのつながりはあった。「地域とともにある学校」「市や地域に愛

着を持つとともに、市の発展や課題について考え、問題解決に取り組む児童・生徒

像」を目指している。 

 質２ コミュニティ・スクール学校運営協議会の構成はどうなっているか？  

 答２ 区長などの地域住民の代表、児童・生徒の保護者、学校職員等からなっている。 

質３ 施設一体型小中一貫校、施設隣接型一貫校、小中連携（分離型）一貫校、それぞれ

の利点・相違点は何か？ 

答３ 施設一体型小中一貫校「村山学園」では、９年間の教育目標が共有でき、入学式、

運動会（中学生が小学校に出向くおもてなし係）・交流給食・合同体験学習・総合防

災訓練等学校行事などもいっしょにできることが利点（卒業式は別）。隣接型一貫校

「大南学園」においては、小中合同のブリッジプログラムや合同の挨拶運動等の特徴

がある。小中連携（分離型）一貫校では、小中教員の連携や合同研修、小中連携の英

語教育推進、各学校の特徴を生かしながら 9 年間通じた教育課程の編成などが特徴に

なっている。 

質４ 小中学校が同一の規模の大きい学区で、問題は起こっていないか？ 

答４ 「規模が大きい」「職員が多い」ことはメリットであると同時に、「情報共有がし

づらい」「カリキュラムが組みにくい」などのデメリットも持っている。  

(2)  武蔵村山市における小中一貫教育の考え方について 

  質１ 目指している「人間力」とはどういう点か？  

 答１ 「人間力」を具えた児童・生徒像は、「知的能力」「対人関係力」「自己制御力」

の３要素を総合的に備えることだと考えている。   

(3)   武蔵村山市における小中一貫教育の現状について 

  質１ 小中連携による言語能力の育成は具体的にはどのように行われているか？ 

  答１ 例えば三中校区では、小中一貫の英語教育が実施されている。小中教員が相互に教

えあう場合もある。 



    質２ コミュニティスクールの具体的な活動事例はどうか？  

  答２ 昔から地域としてのつながりはあったが、近年地域活動への協力者が減ってきてい

る。見直しをしているところである。 

  質３ コミュニティスクール実施で、教職員の負担は増えていないか？  

 答３ 教頭など特定の人の負担は一部にはあるかもしれないが、全体としてはそのような

ことはない。 

(4)   武蔵村山市における学校再編の現状と今後の見通しについて 

質１ 児童生徒数の推移と学校再編・統廃合見通しはどうか？ 

 答１ 児童・生徒数は減ってきているが、多摩モノレールが延伸される予定になっている

ため人口予測が難しい。よって当面、今以上の学校再編・統廃合の予定はない。 

(5)    今後の課題について 

質１ 義務教育学校に移行した場合、どんな点が変わると考えられるか？  

答１ 大きく変わる点については検討段階である。もちろん校長なども一人になって指導

が完全に小中一体化する。と同時に、普通の都立小中学校だと「普通の異動」しかで

きないが、義務教育学校の場合、公募で教員採用ができる点は違ってくる。 

 質２ 小中一貫校教育にはどんなメリットがあると考えられるか。 

 答２ 一言でいえば、一貫性と一体性である。「（人間力という）目指す生徒像の実現に

必要な資質・能力を意図的・計画的・段階的に身に付けさせることを目的とした系統

性・継続性のある教育」を創り、「子どもの個性や能力を伸ばすことができる」「小

中教職員の一体化した指導ができる」等の点があげられる。 

 質３ 小中一貫校で「学力の向上」や「不登校が減る」 などの利点はあるのか？エビデン

スはあるか？ 

 答３ 「村山学園」においては、「（学力の向上に関して）小中一貫教育への期待と児

童・生徒の実態に一致しないことがあること」を課題としている。小中一貫校教育が

必ずしも学力の向上に結び付いているわけではないし、不登校も多くなってきている

のが現状である。不登校は全ての学校の課題と言える。 

 質４ 施設一体型小中一貫校の場合、小学校 中学校 それぞれの設置基準に達していない

場合があるということだが 、武蔵村山市の場合はどうか？ 

 答４ 学校敷地等は十分広く、基準等は十分クリアーしている。 

 

８ 視察者の意見及び考察 

  一概に小中一貫校と言っても幅広く、施設一体型小中一貫校、施設隣接型一貫校、小中

連携（分離型）一貫校で、それぞれで大きく異っている。武蔵村山市の場合、その 3 種類

が全て存在するという珍しい形なので、それぞれの違い、長所短所なども比較しやすいと

考えられる。施設一体型小中一貫校の「村山学園」の場合、「9 年生像の明確化」や小中

合同の「むらやま科」の編成、小中合同行事実施等が特徴となる。また施設隣接型一貫校

「大南学園」の場合は、「知の統合」ということで小中のブリッジプログラムの実施、

「心の統合」ということで小中合同の挨拶運動等に取り組んでいるのが特徴である。そし

て小中連携（分離型）一貫校が、第二小学校、第八小学校、第十小学校、第五中学校の４

校による「五中校区」、そして「一中校区」「三中校区」の小中学校である。これらの小

中学校は物理的には離れながらも、小中一貫の英語教育の実施や合同研修会の実施など小

中で連携した教育を進めている。だから、以上の点は小中の「連携」で済むのなら、必ず

しも小中の「施設一体・併設型」にする必要があるのかという問題でもある。 



  次に小中一貫校のメリットとデメリットである。一般的には「学力の向上」や「いじ

め・不登校の減少」など、学習・生活両面でのメリットが強調されるが、実際は必ずしも

そうではないということである。お話を聞くところでは、「村山学園」では課題の中で、

「（学力の向上に関して）小中一貫教育への期待と児童・生徒の実態に一致しないことが

あること」とまとめられている。つまり、小中一貫校教育が必ずしも学力の向上に結び付

いているわけではないし、不登校も多くなってきているということであった。実際、小中

の違いから不登校が増えるなどという「中 1 ギャップ」については、国立教育政策研究所

から「中 1 ギャップはない」という指摘をされ、それ以来あまり言われなくなってきてい

る。小中一貫校教育のメリットについては、検証データによるエビデンス（論拠）が必要

になっているだろう。 

  また逆にデメリットとしては、特に小学校の「校区の広大さ」がまず挙げられるだろ

う。それは、例えば本市の篠岡地区で考えられている「しのおか学園」構想を見ても一目

瞭然である。篠岡地区で１小学校になったら、校区は、例えば南端の下末や東端の野口か

らは距離にして 4 キロ以上(4.1～4.2 キロ）、子どもの徒歩だったら 1 時間 20 分以上歩か

なければいけない広さになる。もちらんスクールバスを導入したとしても、とても特に低

学年の児童が通学できる（通学してよい）範囲であるとは考えられない。 

  また同時に、そこで地域コミュニティが成り立つのかという問題も当然出てくる。(狭

い）旧小学校区単位の地域協議会や PTA、児童クラブ等がなくなり、旧小学校単位の運動

会などの行事もなくなっていくわけだから、地域コミュニティ（共同体）と防災体制は当

然衰え、壊れていくことは容易に想像できる。（小中一貫校の）校区の広大さは、地域コ

ミュニティと防災体制の維持にはそぐわない。 

  同時に地域の近くから学校が消えたら、より一層、特に若い子育て世代はその地域に住

もうとは考えないだろうし、地域も当然衰退・人口減の一途をたどるという悪循環に入っ

てしまうだろう。学校の存在は地域にとっても、とても大きなものである。そういう視点

で、学校再編・統廃合問題も見ていく必要があると考える。 


